
岡山市手話言語等の普及及び理解の促進に関する条例 

平成３０年 ３ 月２０日 

市条例第３３号 

手話は，音声言語である日本語と異なる言語であり，手指や体の動き，表情を使って視

覚的に表現する言語である。ろう者は，物事を考え，コミュニケーションを図り，互いの

気持ちを理解し合うために，また，知識を蓄え，文化を創造するために必要な言語として

手話を大切に育んできた。 

しかしながら，これまで手話が言語として認められてこなかったことや，手話を使用す

ることができる環境が整えられてこなかったことなどから，ろう者は，必要な情報を得る

こともコミュニケーションをとることもできず，多くの不便や不安を感じながら生活して

きた。 

こうした中，障害者基本法の改正により手話は言語であると規定されるなど障害者に関

する様々な国内法が整備され，障害者を取り巻く状況は大きく変わってきている。このよ

うな状況に鑑み，手話は言語であるとの認識に基づき，手話の理解と広がりをもって地域

で互いに支え合い，手話を使って安心して暮らすことができる市を目指すとともに，手話

等のコミュニケーション手段の普及及び理解の促進を図るため，この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は，手話は言語であるという認識に立ち，手話等のコミュニケーション

手段の普及及び理解の促進並びに手話等のコミュニケーション手段を選択して利用する

機会の確保について基本理念を定め，市，市民及び事業者の責務を明らかにし，並びに

障害者がその障害特性に応じて情報を取得し，及び手話等のコミュニケーション手段を

利用しやすい環境を整備するための施策を総合的かつ計画的に推進し，もって一人ひと

りの尊厳を大切にして安心して暮らすことができる地域社会を実現することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに



よる。 

(1) 障害者 身体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害がある者であって，障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活

に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

(2) ろう者 手話を言語として利用して日常生活又は社会生活を営む者をいう。 

(3) 社会的障壁 障害者が日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物，制度，慣行，観念その他一切のものをいう。 

(4) 手話等のコミュニケーション手段 手話，要約筆記，点字その他の障害者が日常生

活又は社会生活を営むに当たり必要とされるコミュニケーションの手段をいう。 

(5) 合理的な配慮 障害者が日常生活又は社会生活において，障害のない人と同等の権

利を行使するため，必要かつ適切な現状の変更，調整等を行うことをいう。 

(6) コミュニケーション支援者 手話通訳者，要約筆記者，点訳者その他の障害者への

伝達補助等を行う支援者をいう。 

（基本理念） 

第３条 手話等のコミュニケーション手段の普及及び理解の促進は，手話等のコミュニケ

ーション手段が，障害者が生活をする上で必要不可欠であるという理解の下に，ろう者，

中途失聴者，難聴者，視覚障害者その他の手話等のコミュニケーション手段を必要とす

る障害者とそれ以外の人とが相互に人格及び個性を尊重することを基本として行われな

ければならない。 

２ 手話等のコミュニケーション手段を利用する人が有している，障害の特性に応じてコ

ミュニケーションを円滑に図る権利は，最大限尊重されなければならない。 

３ 手話の普及は，手話が独自の言語体系を有する文化的所産であるとの理解を基本とし

て行われなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は，手話等のコミュニケーション手段の普及及び理解の促進のための施策を総

合的かつ計画的に推進するものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は，社会において手話は言語であると認識されていること並びに障害者が情



報を取得し，及び手話等のコミュニケーション手段を選択して利用する機会の確保が，

障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理解し，手話等のコミ

ュニケーション手段の普及及び理解の促進に係る市の施策に協力するよう努めるものと

する。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は，社会において手話は言語であると認識されていること並びに障害者が

情報を取得し，及び手話等のコミュニケーション手段を選択して利用する機会の確保が，

障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理解し，手話等のコミ

ュニケーション手段の普及及び理解の促進に係る市の施策に協力するよう努めるととも

に，障害者が手話等のコミュニケーション手段を利用できるようにするための合理的な

配慮を行うよう努めるものとする。 

（施策の推進方針） 

第７条 市は，第４条の規定に基づき，手話等のコミュニケーション手段の普及及び理解

の促進を図るため，障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定す

る市町村障害者計画及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第８８条第１項に規定する市町村障害福祉計画において，

次に掲げる事項に係る施策を推進するための方針を定め，これを総合的かつ計画的に推

進するものとする。 

(1) 市民に対する手話等のコミュニケーション手段の普及及び理解の促進 

(2) 障害者が情報を取得し，及び手話等のコミュニケーション手段を選択して利用しや

すい環境の整備 

(3) コミュニケーション支援者の育成，確保等 

２ 市は，前項の方針を推進するために，予算の範囲内において，必要な措置を講ずるも

のとする。 

３ 市は，第４条の施策の実施状況を確認する必要がある場合は，障害者，コミュニケー

ション支援者その他の関係者の意見を聴くものとする。 

（手話等を学ぶ機会の提供等） 

第８条 市は，障害者，コミュニケーション支援者及び関係団体と協力して，市民の手話



等のコミュニケーション手段を学ぶ機会の確保に努め，支援するものとする。 

（手話等を用いた情報発信等） 

第９条 市は，障害者が市政に関する情報を速やかに得ることができるよう，手話等のコ

ミュニケーション手段を用いた情報発信を推進するものとする。 

（公共施設における理解促進及び啓発） 

第１０条 市は，公共施設において，市民の手話等のコミュニケーション手段の普及及び

理解の促進を図るための啓発を行うものとする。 

附 則 

この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 


